
Ａ. 研究目的

スモン患者の高齢化に伴い､ スモン検診の受診率が

低下している｡ 滋賀県では病院検診に加え､ 各所轄保

健所職員による直接面接によりスモン現状調査票のう

ち記入可能な項目についての調査を行っている｡ 令和

2 年度､ 3 年度はコロナ感染のために病院検診を中止

しており､ 検診の受診率の推移を検討した｡ また令和

3 年に直接面接もしくは検診を行った 4 名に対して平

成 23 年度からの Barthel Index また介護区分の変化に

ついて分析した｡ また本年度はスモン患者 1 名より手

記を頂いた｡ 手記内容から医療者の疾患に対する理解

不足により精神的・肉体的にも過分なご負担を受けら

れた実際の声を知ることができた｡ 医療者への啓蒙の

重要性を改めて実感し､ 臨床実習中の医学科 5 回生に

対し 1 グループ 4-5 人の少人数講義を 4 グループの合

計 18 人に講義を行った｡

当院の臨床実習は､ 医学科の主に 5 回生の 4～5 人

が 2 週間毎に各科をまわり病院で実習を行うため､ 医

師になる直前のタイミングでの少人数講義であり､ 全

体講義よりも定着がよいと考えた｡
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研究要旨

スモン患者の高齢化に伴い､ スモン検診の受診率が低下しているが､ 滋賀県では平成 23

年度以降､ 病院検診に加え県内の検診担当者に対して各所轄保健所職員の家庭訪問による直

接面接を行っている｡ 令和 2 年度､ 3 年度はコロナ感染の危険から病院検診は中止し､ 同意

を頂いた患者のみ保健師の直接面接を行った｡ 調査票の回収率は令和 2 年までは概ね 90％程

度を維持できていたが､ 令和 3 年度は回収率 67％と低下を認めた｡ 来年度も可能であれば直

接面接を継続し､ 電話での面接なども考えていきたい｡ また令和 3 年度に直接面接を行った

4 名に対して平成 23 年度からの Barthel Index また介護区分の変化を分析した｡ Barthel

Index は高い水準を保つ 2 名､ 認知機能低下を認め点数が低下し続けている 1 名､ 80 点前後

で推移している 1 名に分かれた｡ 2 名が介護保険を申請しておられ､ その区分は自分の状態

と比べ妥当と考えられていた｡ 本年度に患者より手記を頂く機会があり､ その内容から医療

者のスモンについての知識の乏しさを痛感した｡ 医療者への啓蒙の重要性を感じ､ 臨床実習

の医学科 5 回生に対し少人数講義を開始した｡ 医療者がスモンの知識を深め､ 同患者に対し

てしっかりと対応ができることを目指し､ 来年度も引き続き少人数の講義を続けていきたい｡



Ｂ. 研究方法

平成 23 年度～令和 3 年度において､ 滋賀県健康福

祉部障害福祉課に依頼して各所轄保健所職員による直

接面接にて取得したスモン現状調査個人票のうち可能

な項目を記入いただき回収した｡ 令和 2 年度までは希

望者に対しは病院での外来または入院での検診を行っ

た1) 2) 3) 4) 5)｡

また令和 3 年度に直接面接を行った 4 名のうち､ 平

成 23 年度からの Barthel Index また介護申請をされて

いる 2 人に対して介護区分の変化を分析した｡

さらに､ 滋賀医科大学脳神経内科で今年度途中から

臨床実習を受ける 4～5 年生に対して､ 患者手記や文

献6)などを参考に講義資料を作成し講義を行った｡ 講

義前にスモンに関する知識を確認し､ その程度につい

て検討した｡

Ｃ. 研究結果

調査票回収率は､ 平成 28, 29 年度は 100％に達した

が､ 平成 30 年度・令和元年度・令和 2 年度は 90％､

令和 3 年度の回収率は 67％と経年的に低下した｡ 今

年度の滋賀県のスモン患者の全体の数が 9 人から 6 人

に減少したことや､ コロナ禍のために直接面接の同意

をいただけなかったことが背景にあった｡ 令和 3 年度

の保健所職員による直接面接の対象者は女性 4 名､ 男

性 2 名の計 6 名で､ 年齢の平均は 82.7 (63～96 歳)､

その中の 4 名に面接を実施した｡ 面接の場所は自宅 3

名､ 施設 1 名であった｡

Barthel Index は合計 90 点以上の高い水準を保つ 2

名､ 認知機能低下を認め点数が低下し続けている 1 名､

80 点前後で推移している 1 名に分かれた｡ 2 名が介護

保険を受給者し､ 認定区分は自分の状態と比べ妥当と

考えていた｡

医学科 5 回生への少人数講義を行うにあたり､ 講義

の前にスモンを知らない方は 11 人/18 人､ 少しでも
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図 1 調査回収率とスモン検診受診率の推移

図 2
細かい点線の計 90 点以上の高い水準を保つ 3 名､ 太い点線の点数が低い認知機能低下を認める 3 名､
実線の点数の緩徐な低下を認めるものの認知機能が正常な 2 名に分かれた｡

図 3
講義の前にスモンを知らない方は 11 人/18 人､ 少しでも
知っている方は 7 人/18 人と知らない方が多くみられた｡



知っている方は 7 人/18 人と知らない方が多くみられ

た｡ 症状､ 薬害の経緯､ 医療費の公費負担・研究班､

さらに患者の手記を交えて講義を行ったところ､ 講義

したすべての学生から､ 手記などを通じ､ 症状､ 様々

な苦痛､ 医療費について知ることができたなどの感想

が得られた｡

Ｄ. 考察

直接面接方式により調査票の回収率は高い水準を維

持していたが､ 今年度は回収率の低下が目立った｡ 理

由として滋賀県のスモン患者の全体の数が減少したこ

と､ 病院での検診がコロナ禍で行えなかったこと､ 患

者の体調の悪化､ コロナ禍のために面接が困難となっ

たことなどが考えられた｡ これはスモン患者の高齢化

が進行し､ かつコロナ禍の状況では避けられない要因

である｡ ただし､ 移動が難しい患者が､ 検診を受ける

代わりに､ 保健所職員の家庭訪問による直接面接でス

モン現状調査票を作成することは､ スモン患者の現状

を把握するために非常に有効な手段と考える｡

介護保険は Barthel Index の低下し続けている 1 名

と 80 点前後で推移している 1 名の 2 名が受給し､ 認

定区分は自分の状態と比べ妥当と考えておられた｡ 本

検診は現在の状態に見合った介護区分かどうかも確認

できる貴重な機会である｡

さらに学生講義ではスモンについての知識の乏しさ

を実感した｡ 風化防止のみならず､ 現在困られている

患者への対応のあり方も含め､ 医療者への啓蒙の重要

性を改めて実感した｡ 学生が医師のなった後も､ スモ

ン患者に十分な対応ができるように学生教育を続けて

いきたい｡

Ｅ. 結論

高齢化が進んで ADL が低下し､ 移動が困難となっ

たスモン患者の現状を把握するためには､ コロナ禍に

おいても保健所職員の訪問による直接面接が有効であ

る｡ また本検診は患者の現状を適切に反映した介護区

分か否かを確認できる指標としても有用である｡ さら

に風化防止のみならず､ 現在困られている患者に医師

が適切に対応出来るためにも学生教育は重要であり継

続が重要と考えられた｡
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